
資料 2       ILO 条約勧告適用専門家委員会年次報告 1996 年版～2022 年版 

日本の強制労働条約（第 29 号）適用について委員会に意見を出した労働団体 

年版/期 意見を出した労働団体 問題  団体からの情報/重要事項 太字 

1996 年 

83 期 

 

大阪府特別英語教員組合 戦時中、軍「慰安所」に拘禁

された女性に対する重大な

人権侵害と性的虐待 

初めて慰安婦が取り上げられる 

女性強制労働への補償 

1997 年 

85 期 

 

日本労働組合総連合会 

大阪府特別英語教員組合 

韓国労働総連盟 

戦時中、軍「慰安所」に拘禁

された女性に対する重大な

人権侵害と性的虐待 

慰安婦：国連で人権問題 

1998 年 

86 期 

韓国労働総連盟 

Japanese Labour Unions 

  

1999 年 

87 期 

 

全日本造船機械労働組合 

日本労働組合総連合会 

韓国全国民主労働組合総連盟 

大阪府特別英語教員組合 

東京地方労働組合評議会 

戦時中の慰安婦 

戦時産業強制労働 

 

初めて中国・韓国からの徴用労働

者が取り上げられる 

慰安婦：アジア女性基金（AWF）

批判、国内裁判 

強制労働：1946 外務省報告書 

2000 年 

88 期 

 

全日本造船機械労働組合 

韓国労働総連盟 

韓国全国民主労働組合総連盟 

大阪府特別英語教員組合 

  

2001 年 

89 期 

 

韓国労働総連盟 

日本労働組合総連合会 

韓国全国民主労働組合総連盟 

オランダ労働組合連盟 

通信労総 

戦時中の慰安婦 

戦時産業強制労働 

強制労働：奴隷労働者への補償、

国内外裁判 

慰安婦：AWF、国連、国内裁判 

 

2002 年 

90 期 

全日本造船機械労働組合 

 

戦時「慰安婦」 

産業強制労働 

強制労働：国内裁判、個人補償問

題 

2003 年 

91 期 

 

全日本造船機械労働組合 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

東京地方労働組合評議会 

戦時性奴隷被害者 

戦時産業強制労働 

慰安婦：AWF、国連、国内裁判、

女性戦犯法廷 

強制労働：個人補償請求権、国内

裁判 

2004 年 

92 期 

 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

東京地方労働組合評議会 

全日本造船機械労働組合 

軍性奴隷制「慰安婦」 

戦時産業強制労働 

2003 年総会委員会三者審議で問

題扱わず 

2005 年 

93 期 

 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

全日本造船機械労働組合 

日本労働組合総連合会 

戦時中の性奴隷制（いわゆ

る慰安婦） 

産業奴隷制 

2004 年総会委員会三者審議で委

員会コメントを取り上げることを

拒否 

慰安婦：国内裁判 

強制労働：国内裁判 



2006 年 

95 期 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

全日本造船機械労働組合 

  

2007 年 

96 期 

 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

全日本造船機械労働組合 

東京地方労働組合評議会 

産業強制労働 

性奴隷制 

 

 

強制労働：国内、中国での裁判 

慰安婦：国内裁判 

 

 

2008 年 

97 期 

 

全日本海員組合 

全日本造船機械労働組合  

全トヨタ労働組合連合会 

韓国労働総連盟  

韓国全国民主労働組合総連盟 

Heavy Industry Labor Union  

国際労働組合総連合  

全日本港湾労働組合名古屋支部 

オランダ労働組合連盟 

東京地方労働組合評議会 

軍性奴隷制（いわゆる慰安

婦制度） 

戦時産業強制労働 

強制労働：国内裁判、中国の裁判 

慰安婦：国内裁判、安倍首相発言 

 

 

2009 年 

98 期 

 

全日本造船機械労働組合 

全日本港湾労働組合名古屋支部  

韓国労働総連盟  

韓国全国民主労働組合総連盟 

Heavy Industry Labor Union  

国際労働組合総連合  

名古屋市立高校教員組合   

東京地方労働組合評議会 

Aichi Union Seibonoie Branch 

日本労働組合総連合会 

戦時中の性奴隷制（いわゆ

る「慰安婦」） 

産業奴隷制度 

強制労働：国内裁判 

慰安婦：国連、海外決議、国内地方

議会意見書 

 

 

2010 年 

99 期 

 

全日本造船機械労働組合 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

名古屋市立高校教員組合 

オランダ労働組合連盟 

  

2011 年 

100 期 

 

全日本造船機械労働組合 

韓国全国民主労働組合総連盟韓

国労働総連盟 

国際労働組合総連合 

日本労働組合総連合会  

National Federation of Construction 

Engineering Workers' Unions of Japan   

名古屋市立高校教員組合   

オランダ労働組合連盟 

首都圏移住労働者ユニオン 

戦時産業強制労働 

性奴隷制（いわゆる「慰安

婦」） 

外国人技能実習生制度  

人身取引問題 

 

 

初めて外国人技能実習生制度、人

身取引問題が取り上げられる 

 

強制労働：国内裁判 

慰安婦：国連、地方議会の意見書、

国内裁判 

 



2012 年 

101 期 

 

全日本造船機械労働組合 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

全国労働組合総連合 

首都圏移住労働者ユニオン   

  

2013 年 

102 期 

 

全日本造船機械労働組合 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

全国労働組合総連合 

首都圏移住労働者ユニオン 

戦時産業強制労働 

性奴隷制（いわゆる「慰安

婦」） 

外国人技能実習生制度  

人身取引問題 

慰安婦：AWF、2011 韓国憲法裁判

所判決、国連、地方議会意見書 

強制労働：2012 韓国大法院判決 

 

2014 年 

103 期 

首都圏移住労働者ユニオン 

 

  

2015 年 

104 期 

全日本造船機械労働組合 

首都圏移住労働者ユニオン 

  

2016 年 

105 期 

 

日本労働組合総連合会 

全日本造船機械労働組合 

首都圏移住労働者ユニオン 

戦時中の性奴隷制と強制労

働の被害者 

外国人技能実習制度 

強制労働：2012 韓国大法院判決 

慰安婦：国連 

 

2017 年 

106 期 

 

韓国全国民主労働組合総連盟   

韓国労働総連盟 

首都圏移住労働者ユニオン 

  

2018 年 

107 期 

首都圏移住労働者ユニオン   

2019 年 

108 期 

 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

日本労働組合総連合会 

外国人技能実習制度 

慰安婦 

日本政府が慰安婦強制連行否定 

慰安婦：2015 日韓合意、韓国裁判 

2020 年 

109 期 

韓国全国民主労働組合総連盟 

韓国労働総連盟 

  

2022 年 

110 期 

首都圏移住労働者ユニオン   

・労働団体の日本名が分からない場合は原文のまま記した 

・枠斜め罫線は報告書に記載がなかった年 

 

＜ 補足 労働団体について ＞ 

◆ 韓国の労働団体 

・韓国全国民主労働組合総連盟 The Korean Confederation of Trade Unions （KCTU） 

19 産業別組合（産別組織含む)+現代グループ労組協議会、大宇グループ労組協議会）968,000 人(2018 年） 

・韓国労働総連盟 Federation of Korean Trade Unions (FKTU) 

26 産業別組織（産別労組５,産業別労連 21）（2014 年 9 月現在）933.000 人（2018 年） 

◆ 日本労働組合総連合会 ― 慰安婦、強制労働問題は委員会で審議すべき問題ではないとの立場 

◆ オランダ労働組合連盟 ― 慰安婦問題についての意見 

◆ 首都圏移住労働者ユニオン ― 外国人技能実習生制度についての意見 


